
平成１３年３月期　 個別財務諸表の概要

　店　　　 平成１３年５月１６日　

会　社　名　　株式会社システムソフト 　登録銘柄

コード番号　　７５２７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県　　福岡県　

本社所在地　　福岡県福岡市中央区天神三丁目１０番３０号　　　

問い合せ先    　責任者役職名　　取締役管理本部長

　　　　　　　氏　　　　名　　緒　 方      友　 一　　　　　　　ＴＥＬ　  （０９２）７１４―６２３６

決算取締役会開催日　平成13年5月16日　　　　　　　　　　　　  中間配当制度の有無　　有　・　無　

定時株主総会開催日　平成13年6月21日

　　　　　　　

１．１３年３月期の業績（平成12年4月1日～平成13年3月31日）

（１）経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位  百万円：未満切捨て）

  当期純利益  当期純利益 １株当たり 潜在株式調整後１株 株主資本 総資本 売上高

当期純利益 当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％　 　　円　　銭 　　円　　銭 ％ ％ ％

13年3月期 　    73（938.6）　 10   　 00 ― 31.2　 △5.2　 △14.0    

12年3月期 　　  7   （─）　   0   　 99 　   0   　 97 4.5　 0.6　 0.9　

（注）1.期中平均株式数　 13年3月期　 7,341,222株　　 12年3月期　7,177,275株　　　　　

　　　2.会計処理の方法の変更　 有・無

　　　3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況　

   

１  株  当 た  り  年  間  配  当  金 配当金総額 配 当 性 向 株 主 資 本

中　間 期　末 （年間） 配   当   率

　　円　銭 　　円　銭 　　円　銭 百万円　 ％　 ％　

13年3月期 　　  0　00 　　  0　00 　　  0　00 ─ ─ 0.0

12年3月期 　　  0　00 　　  0　00 　　  0　00 ─ ─ 0.0

 （注）13年3月期期末配当金の内訳

（３）財政状態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　

 （注）期末発行済株式数　 13年3月期　8,340,400株　　 12年3月期　7,187,700株　　　　　

２．１４年３月期の業績予想（平成13年4月1日～平成14年3月31日）　　 

   

売上高 経常利益 当期利益 １  株  当 た  り  年  間 配  当  金

中　間 期　末

百万円   百万円   百万円   　　円　銭 　　円　銭 　　円　銭

中 間 期    1,060　 　      1 　  △1 ― ― ―

通 　 期    2,610　       110　       106　 ― ― ―

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　12円 72銭

　　　　　売上高　　　　　売上高 　　　　 営業利益　　　　 営業利益 　　　　 経常利益　　　　 経常利益

　百万円 ％　 　百万円 ％　 　百万円 ％　

13年3月期 　2,114    （△53.5）   △249　   　　（─）   △296　   　　（─）

12年3月期 　4,544　    （△13.4）         88    　   　　（─）         39　   　　（─）

総　資　産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

　　　　　　  百万円　　　　 　　　 百万円　  　　　　　　　　％ 　　　   　円　　　銭

13年3月期   5,403　　　     　   306　　　 　  5.7 　　　36　　78　

12年3月期   6,013　　　    　    163　　　 　  2.7 　　22　　75　



6．個別財務諸表等

（１）貸借対照表 （単位  千円：未満切捨て）

期別　 当        期 前        期 増　　減

（平成13年3月31日現在） （平成12年3月31日現在）

　科目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 伸　率

％ ％ ％

（資産の部）

流動資産

現 金 及 び 預 金 514,461 537,549 △23,088

受 取 手 形 54,424 186,172 △131,747

売 掛 金 702,016 1,141,522 △439,505

た な 卸 資 産 139,769 144,045 △4,275

前 渡 金 15,820 72,567 △56,746

そ の 他 499,468 47,034 452,433

貸 倒 引 当 金 － △397 397

流 動 資 産 合 計 1,925,960 35.6 2,128,493 35.4 △202,532 △ 9.5

固定資産

有形固定資産

建 物 718,130 748,199 △30,068

土 地 2,465,798 2,465,798 －

そ の 他 37,663 41,336 △3,673

有 形 固 定 資 産 合 計 3,221,593 59.6 3,255,334 54.1 △33,741 △ 1.0

無形固定資産

電 話 加 入 権 6,524 5,322 1,202

ソ フ ト ウ ェ ア 13,290 59,408 △46,117

無 形 固 定 資 産 合 計 19,815 0.4 64,730 1.1 △44,914 △ 69.4

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 29,120 29,230 △110

関 係 会 社 株 式 15,000 57,500 △42,500

長 期 貸 付 金 － 299,594 △299,594

そ の 他 220,694 207,498 13,195

貸 倒 引 当 金 △28,875 △28,483 △391

投資その他の資産合計 235,939 4.4 565,340 9.4 △329,401 △ 58.3

固 定 資 産 合 計 3,477,347 64.4 3,885,405 64.6 △408,057 △ 10.5

資 産 合 計 5,403,308 100.0 6,013,898 100.0 △610,590 △ 10.2
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（単位  千円：未満切捨て）

期別　 当        期 前        期 増　　減

　科目 （平成13年3月31日現在） （平成12年3月31日現在）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 伸　率

（負債の部） ％ ％ ％

流動負債

買 掛 金 349,941 288,588 61,353

短 期 借 入 金 4,364,000 5,360,000 △996,000

一年以内返済予定の長期借入金 56,162 － 56,162

未 払 金 75,210 93,393 △18,183

未 払 法 人 税 等 2,348 3,590 △1,241

未 払 消 費 税 等 38,023 44,006 △5,983

賞 与 引 当 金 45,090 17,818 27,272

そ の 他 45,838 34,164 11,674

流 動 負 債 合 計 4,976,615 92.1 5,841,561 97.1 △864,946 △ 14.8

固定負債

長 期 借 入 金 59,181 － 59,181

退 職 給 与 引 当 金 － 8,799 △8,799

退 職 給 付 引 当 金 60,767 － 60,767

固 定 負 債 合 計 119,948 2.2 8,799 0.2 111,148 1263.1

負 債 合 計 5,096,563 94.3 5,850,361 97.3 △753,797 △ 12.9

（資本の部）

資 本 金 638,358 11.8 576,264 9.6 62,094 10.8

資 本 準 備 金 1,180,646 21.9 1,172,849 19.5 7,796 0.7

利 益 準 備 金 11,420 0.2 11,420 0.2 － －

欠 損 金

当 期 未 処 理 損 失 1,523,568 1,596,995 △73,427

欠 損 金 合 計 1,523,568 △ 28.2 1,596,995 △ 26.6 △73,427 △ 4.6

その他有価証券評価差額金 △110 △ 0.0 － － △110 －

資 本 合 計 306,744 5.7 163,537 2.7 143,207 87.6

負 債 及 び 資 本 合 計 5,403,308 100.0 6,013,898 100.0 △610,590 △ 10.2
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（２）損益計算書 （単位  千円：未満切捨て）

期別　 当        期 前        期

自 平成12年4月  1日 自 平成11年4月  1日

至 平成13年3月31日 至 平成12年3月31日

　科目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 伸　率

％ ％ ％

売 上 高 2,114,273 100.0 4,544,422 100.0 △2,430,149 △53.5

売 上 原 価 1,681,499 79.5 3,751,813 82.6 △2,070,313 △55.2

売 上 総 利 益 432,773 20.5 792,608 17.4 △359,835 △45.4

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 682,321 32.3 703,793 15.5 △21,471 △3.1

営業利益又は営業損失（△） △249,547 △11.8 88,815 1.9 △338,363 △381.0

営 業 外 収 益 51,623 2.5 39,293 0.9 12,330 31.4

営 業 外 費 用 98,472 4.7 88,666 1.9 9,805 11.1

経常利益又は経常損失（△） △296,396 △14.0 39,442 0.9 △335,838 △851.5

特 別 利 益 454,397 21.5 1,482 0.0 452,915 30,552.9

特 別 損 失 82,446 3.9 30,264 0.7 52,181 172.4

税金等調整 前当 期純 利益 75,554 3.6 10,659 0.2 64,894 608.8

法人税、住民税及び事業税 2,127 0.1 3,590 0.1 △1,462 △40.7

当 期 純 利 益 73,427 3.5 7,069 0.1 66,357 938.6

前 期 繰 越 損 失 1,596,995 1,604,065 △7,069

当 期 未 処 理 損 失 1,523,568 1,596,995 △73,427

増      減
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（３）損失処理案 （単位  千円：未満切捨て）

期別　 当        期 前        期

自 平成12年4月  1日 自 平成11年4月  1日
至 平成13年3月31日 至 平成12年3月31日

　科目 金　　額 金　　額

当 期 未 処 理 損 失 1,523,568 1,596,995

次 期 繰 越 損 失 1,523,568 1,596,995
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　　重要な会計方針

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

    その他有価証券

　　　　　　　　時価のあるもの

　　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処

　　　　　　　　　理し、売却原価は、移動平均法により算定）

　　　　　　　　時価のないもの

　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②たな卸資産

　商品、製品、原材料 　移動平均法による原価法

　仕　　　掛　　　品 　　　個別法による原価法

(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　　　定率法

②無形固定資産

　　　自社利用のソフトウェア

　　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

　　　市場販売目的のソフトウェア

　　　　　　販売開始後１年以内における販売見込数量を基準に償却しております。

　　　営業権

　　　　　　支出時に全額費用として処理しております。

(3)　繰延資産の処理方法

　　　　　　　　新株発行費

　　　　　　　　　支出時に全額費用として処理しております。

(4)　重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等、特定の債権については個

　　別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　　従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③退職給付引当金

　　従業員の退職金の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の額に基

　　　　　　　   づき計上しております。

　　　なお、会計基準変更時差異は発生しておりません。

(5)　重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

　ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

　す。

(6)　その他財務諸表作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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　　　（追加情報）

(1)　金融商品会計

　　　　　　　　金融商品については、当事業年度より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会

　　　　　　　計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成11年1月22日））を適用しており

　　　　　　　ます。この変更に伴う損益への影響はありません。

　　　　　　　　

(2)　退職給付会計

　　　　　　　　当事業年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する

　　　　　　　意見書」（企業会計審議会　平成10年6月16日））を適用しております。この変更に伴う

　　　　　　　損益への影響は軽微です。

　　　　　　　　また、退職給与引当金（8百万円）は退職給付引当金に含めて表示しております。

6



[注記事項]

（貸借対照表関係）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 411,750 千円 533,868 千円

2. 担保に供している資産及びその対応債務

建 物 715,411 千円 747,745 千円

土 地 2,465,798 千円 2,465,798 千円

投 資 土 地 160,000 千円 160,000 千円

敷 金 13,980 千円 － 千円

合 計 3,355,189 千円 3,373,544 千円

短 期 借 入 金 4,240,000 千円 5,200,000 千円

一 年 以 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 8,748 千円 － 千円

長 期 借 入 金 6,240 千円 － 千円

合 計 4,254,988 千円 5,200,000 千円

3. 株式の状況

   会社が発行する株式及び発行済株式総数

会 社 が 発 行 す る 株 式 29,000,000 株 19,840,000 株

発 行 済 株 式 総 数 8,340,400 株 7,187,700 株

            (注） 株式消却が行われた場合には、それに相当する株式数を減ずる旨定款で定めております。

   当期中の発行済株式総数の増減内訳

       （増加）  第1回無担保社債(新株引受権付）の新株引受権の行使 63,700 株

1 株 当 た り の 発 行 価 格 240 円

1 株 当 た り の 資 本 組 入 額 120 円

                   平成13年3月1日付ナスビイ(株）との合併に際しての新株発行 1,089,000 株

       （減少）  該当事項はありません。

4. 期末日満期手形の処理

受 取 手 形 16,541 千円 － 千円

（損益計算書関係）

1. 関係会社との取引 売 上 高 384,043 千円 2,126,213 千円

賃 借 料 収 入 14,880 千円 14,980 千円

2. 販売費及び一般管理費の主要な費目

給 与 手 当 172,782 千円 229,259 千円

賞 与 9,239 千円 6,662 千円

賞 与 引 当 金 繰 入 額 13,909 千円 10,073 千円

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 28,875 千円 － 千円

研 究 開 発 費 89,254 千円 55,082 千円

販 売 促 進 費 41,368 千円 39,901 千円

販 売 支 援 活 動 費 36,764 千円 59,135 千円

減 価 償 却 費 23,380 千円 32,381 千円

支 払 手 数 料 32,897 千円 54,454 千円

販 売 費 に 属 す る 費 用 の 割 合 30 ％ 46 ％

一 般 管 理 費 に 属 す る 費 用 の 割 合 70 ％ 54 ％

なお、研究開発費は全て販売費及び一般管理費として計上しております。
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当  期  末 前  期  末

当  期  末 前  期  末

期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。従って、当期末日は金融機関の休日であったため、期末日満期手形

が以下の科目に含まれております。



3. 営業外収益の主要項目

賃 借 料 収 入 17,124 千円 16,895 千円

受 取 利 息 7,441 千円 8,527 千円

4. 営業外費用の主要項目

支 払 利 息 91,237 千円 82,992 千円

5. 特  別  利  益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 1,397 千円 1,482 千円

独 占 販 売 権 売 却 益 453,000 千円 － 千円

6. 特  別  損  失

特 別 退 職 金 － 千円 24,985 千円

過年度退職給与引当金繰入額 － 千円 5,279 千円

役 員 退 職 慰 労 金 13,050 千円 － 千円

固 定 資 産 除 却 損 12,974 千円 － 千円

子 会 社 株 式 評 価 損 35,000 千円 － 千円

営 業 権 償 却 21,421 千円 － 千円

7. 減価償却実施額

有 形 固 定 資 産 37,099 千円 41,206 千円

無 形 固 定 資 産 57,969 千円 82,630 千円

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取 得 価 額 相 当 額 103,245 千円 103,245 千円

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 81,401 千円 60,321 千円

期 末 残 高 相 当 額 21,844 千円 42,923 千円

           （注） 取得価額相当額の算定は、支払利子込み法によっております。

2. 未経過リース料期末残高相当額

1 年 以 内 15,880 千円 21,079 千円

1 年 超 5,964 千円 21,844 千円

合 計 21,844 千円 42,923 千円

           （注） 未経過リース料期末残高相当額の算定は、支払利子込み法によっております。

3. 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 21,079 千円 20,306 千円

（ 減 価 償 却 費 相 当 額 ）

4. 減価償却費相当額は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（有価証券に関する事項）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

    該当事項はありません。

当  期  末 前  期  末
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（税効果会計に関する事項）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産

　　　貸倒引当金損金算入限度超過額　　　　　　　10,712千円

　　　賞与引当金損金算入限度超過額　　　　　　　10,159千円

　　　退職給付引当金損金算入限度超過額　　　　　21,315千円

　　　子会社株式評価損否認　　　　　　　　　　　14,595千円

　　　繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　   1,093,139千円

　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　  8,827千円

　　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　   1,158,749千円

　　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　   △1,158,749千円

　　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　―

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主な項目別の内訳

　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　   41.7％

　（調整）

　　交際等永久に損金に算入されない項目　　　　　  8.2％

　　住民税の均等割　　　　　　　　　　　　　　　  2.8％

　　繰越欠損金に係る法人税等調整額　　　　　    △49.9％

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　  2.8％
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（退職給付）

1. 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、当期に合併

したナスビイ(株）出身の従業員につきましては、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び

退職一時金制度を採用しております。

2. 退職給付債務に関する事項（平成13年3月31日現在）

退 職 給 付 債 務 82,093 千円

年 金 資 産 （注） 21,325 千円

未 積 立 退 職 給 付 債 務 60,767 千円

会計基準変更時差異の未処理額 － 千円

退 職 給 付 引 当 金 60,767 千円

(注） この他、総合設立の厚生年金基金の年金資産のうち当社分が 21,325千円あります。

3. 退職給付費用に関する事項（自 平成12年4月1日   至  平成13年3月31日）

勤 務 費 用 （注） 2,445 千円

会計基準変更時差異の未処理額 － 千円

退 職 給 付 費 用 2,445 千円

（注） 当社は、小規模会社等に該当し簡便法を採用しており、また、会計基準変更時差異

        は発生していないため、退職給付費用を「勤務費用」として記載しております。

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

会計基準変更時差異は発生しておらず、記載すべき事項はありません。
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